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えていることから、治療の初期段階から緩和ケアを提供することが基本   

計画上位置づけられている。全てのがん診療に携わる医師が緩和ケア   

についての基本的な知識を習得することを目標に、各都道府県において、   

緩和ケア研修会を行っている。（参考資料P20，21）  

5 周術期管理の発達もあり、高齢者や体力の限られた者に対しても   

手術適応が広がっている。がんの手術については、一般的に侵襲度   

の大きなものが多く、周術期からの総合的な取り組みが、術後合併   

症の発症率の低下や早期回復に寄与する。（参考資料P22－26）  

第3 現行の診療報酬上の評価の概要  

1専門的ながん医療を提供するだけではなく、地域におけるがん医療の   

連携の拠点としなるがん診療連携拠点病院について、がん診療連携拠   

点病院加算の引き上げを行った。  

がん対策に関する評価  

第1がん診療における医療体制について   

がん患者数は上昇を続けており、生涯罷患率は男性54％、女性41％となっ  

ている。（参考資料P2－4）   

増加し続けるがんに対して、より一層の対策が求められるようになり、平成  

19（2007）年4月1日、がん対策基本法（以下「基本法」という。）が施行さ  

れた。基本法において、がん医療の均てん化の促進のため、医療機関の整  

備やがん患者の療養生活の質の維持向上が位置づけられている。（参考資  

料P5）   

また、基本法に基づき、平成19年6月には平成19年度から平成23年度  

までの5年間を対象としたがん対策の総合的な計画であるがん対策推進基  

本計画が閣議決定された。（参考資料P6）  

第2 現状と課題  

1地域のがん診療の連携体制の構築を担うがん診療連携拠点病院は、   

現在、375カ所が整備されている。がん診療連携拠点病院が中心となっ   

て、地域の医療機関と連携して入院から外来まで一貫した治療を行うた   

めの取組みが進められている。（参考資料P7」9）  

2 放射線治療は全国約700カ所の医療機関において実施されているが、   

放射線治療を担う医師や放射線治療機器の精度管理等を行う技術者   

の配置は十分に進んでいない。近年、症例数の蓄積により、従来よりあ   

る放射線療法の治療法選択上の位置づけが見直されている例もある。   

（参考資料PlO－12）  

3 近年、分子標的薬などの新たな抗悪性腫癌剤が数多く承認され、化   

学療法のレジメン（治療内容）数が増加するとともに、入院に代えて、外   

来での化学療法や、加えて居宅で薬剤を持続注入する事例も増加して   

いる。これに伴い、薬剤に関する適切な説明と副作用の管理を行うこと   

の重要性が増している。（参考資料P13－19）  

4 がん患者の多くは、がんと診断された時から身体的・精神的苦痛を抱  

1  

A232 がん診療連携拠点病院加算（入院初日）  

平成20年改定後  

届出医療機関数  

平成19年  平成20年   

がん診療連胱拠点病院加算   301   358   

算定状況（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

実施件数  算定回数  実施件数  算定回数  

がん診療連携拠点病  

院加算  

2 放射線治療機器の保守管理、精度管理及び照射計画策定の体制を  

評価するとともに、外来での放射性治療の提供体制の評価を行った。ま  

た、密封放射線あるいは治療用放射線同位元素を用いた放射線治療  

病室管理が行われている場合の評価を行っている。   



BOl卜4医療機器安全管理料2（計画策定時1回）1，000点   

MOOO 放射線治療管理料  

注。外来放射線治療加算，こ。点④  平成20年改定後  

④  
外来化学療法加算（1日につき）  

400点  

外来化学療法加算1（1日につき）  

500点  

外来化学療法加算2（1日につき）  

390点  

MOOO／001強度変調放射線治療（IMRT）  

ア 放射線治療管理料  5．000点  

イ 体外照射 1回目 3，000点  

2回目 1，000点  

A225 放射線治療病室管理加算（1日につき）500点  

届出医療機関数（病院数／診療所数）  

GO20 無菌製剤処理料  

ア 無菌製剤処理料150点  

（悪性腫瘍に対して用いる薬剤が注射される一部の患者）  

イ無菌製剤処理料2 40点  

（ア以外のもの）  

届出医療機関数（病院数／診療所数）  

平成20年   

医療機器安全管理料2   2103  

186   

外来放射線治療加算   412   

強度変調放射線治療   47   

平成19年   平成20年   

1，074  

1，440  72  
外来化学療法加算  

282   612  
2  

287   

無菌製剤処理料  
（医療機関数）  

1，704   

算定状況（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

実施件数  算定回数  実施件数  算定回数  

医療機器安全管理料2  

放射線治療管理料  

外来放射線治療加算  

算定状況（社会医療診療行為別調査 各年6月祈査分）  

平成19年  平成20年  

強度変  

調放射  

線治療  

放射線治療管理料  実施件数  界定回数  実施件数  算定回数  

外来化学  

療法加算  

50，748  
48，990  91，164   

10，262  

放射線治療病室管理加算  1（15歳未満）  

2（15歳未満）  

3 専門の医師、看護師、薬剤師の配置等、より高度な体制が整っている  

医療機関において提供される化学療法について、評価を行った。抗悪性  

腫瘍剤等の無菌製剤処理を行った場合の評価を、動脈注射等に拡大し  

た。  

36，705  66，742  56，597  111，935  
無菌製剤処理料  

14，894  161，102   



4 がん性療病の緩和を目的に医療用麻薬を投与しているがん患者に対  

して、WHO方式のがん性療病治療法に従って、計画的な治療管理と療  

養上必要な指導を継続的に行い、麻薬を処方することに対する評価を  

新設した。緩和ケア診療加算について、専任の薬剤師の配置を要件に  

追加し、点数の引き上げを行った。  

第5 論点  

1がん治療に関して、拠点病院を中心とした地域の診療所等との連携   

の取り組みが進められているが、診療報酬上の評価をどう考えるか。（参   

考資料P7」9）  

2 治療法の選択において、放射線療法の重要性が高まる中、患者本人   

を含め、周囲の患者の被曝に十分配慮した安全な放射線管理体制につ   

いて診療報酬上の評価をどう考えるか。（参考資料PlO－12）  

3 化学療法のレジメンが複雑化する中で、患者に対して薬剤の投与スケ   

ジュール、副作用とその対策等について詳細に説明するなど、より質の   

高い外来化学療法を提供する体制について診療報酬上の評価をどう考   

えるか。（参考資料P13－19）  

4 がん治療に関わる医療関係者が、初期からの緩和ケアを提供すること   

が求められている中、がん患者に対する丁寧な療養上の説明や指導を   

行うことの診療報酬上の評価をどう考えるか。（参考資料P20，21）  

5 患者の体力低下を最小限にとどめ、早期に外来医療につなげる   

ための周術期等における療養指導の取り組みについて診療報酬上   

の評価をどう考えるか。（参考資料P22－26）   

BOO122癌性痔痛緩和指導管理料（月Ⅷ）100点 

A226－2 緩和ケア診療加算（1日につき）   

改定前  平成20年改定後  

250点  300点   

届出医療機関数（病院数）   

平成19年   平成20年   

緩和ケア診療加算   87  87   

算定状況（社会医療診療行為別調査 各年6月審査分）  

平成19年  平成20年  

実施件数  算定回数   実施件数  算定回数   

がん性疹痛緩和指導  
6，872   6，872   

管理料  

緩和ケア診療加算  1，142   9，763  1，004  13，441   

5リンパ節郭清の範囲が大きい乳がん、子宮がん、卵巣がん、前立腺が  

んの手術後にしばしば発症する四肢のリンパ浮腫について、その発症防  

止のための指導について評価を行った。  



禁煙を希望するニコチン依存症患者に対して、禁煙に関する総合的な   

指導及び治療管理を行った場合に、ニコチン依存症管理料として評価し   

ている。  

ニコチン依存症管理料について  

第1ニコチン依存症管理料の診療報酬上の評価  
たばこに含まれるニコチンは依存を引き起こし、禁煙を希望する看でニ   
コチン依存の程度が高い者は、禁煙の達成に際し必ず強い離脱症状を   
伴うこととなる。平成17年10月、関係9学会において、「喫煙」は「ニコチ   

ン依存症と関連疾患からなる喫煙病」との位置づけを示した「禁煙ガイド   

ライン」が策定された。  

ニコチン依存症が疾病であるとの位置づけが確立されたことを踏まえ、   

平成18年度診療報酬改定においてニコチン依存症と診断された患者の   
うち禁煙の希望がある者に対する一定期間の禁煙指導について、ニコチ   
ン依存症管理料として評価を行った。この際、保険導入の効果に係る検   
証を通じて、禁煙指導に国民の保険料財源を充当することに関し、さらな   
る国民的なコンセンサスの形成に努めることとされた（参考資料P28）。   

平成19年度の診療報酬改定結果検証に係る特別調査によると、全対   
象者における指導終了9ケ月後の禁煙継続率は32．6％とイギリスと比較し   
て高い結果であった（参考資料P29）。   
平成20年度診療報酬改定における議論においては、その効果等に対   

し実態を把握し、引き続き検討することとされた。  

BOO卜3－2 ニコチン依存症管理料  

初回（1週目）  230点  

2回目、3回目及び4回目（2週目、4週目及び8週目）184点  

5回目（最終回）（12週目）  180点  

［対象患者］  

以下のすべての要件を満たす看であること  

・ニコチン依存症に係るスクリーニングテスト（TDS）でニコチン依存症と診断された  

着であること  

・ブリンクマン指数（＝1日の喫煙本数×喫煙年数）が200以上の看であること  

・直ちに禁煙することを希望し、「禁煙治療のための標準手順書」（日本循環器学   

会、日本肺癌学会及び日本癌学会により作成）に則った禁煙治療プログラム（1   

2週間にわたり計5回の禁煙治療を行うプログラム）について説明を受け、当該   

プログラムへの参加について文書により同意している看であること  

【届出施設数】（病院数／診療所数）  第2 平成21年度診療報酬改定結果検証に係る特別調査  

1我が国の喫煙率は低下傾向にあるが、依然として、特に男性の喫煙   

率が先進国の中で高い水準であり、たばこ対策の充実が課題となって  

いる（参考資料P30，31）。  

2 平成21年度に実施したニコチン依存症管理料算定保険医療機関に   

おける禁煙成功率の実態調査によると、5回の指導を終了した割合は   

35・5％であり、5回の指導を終了した者の9ケ月後の禁煙継続率は   

49・1％と平成19年度調査の結果を上回っていた。また、全対象者にお   

ける指導終了9ケ月後の禁煙継続率は29．7％であった。（参考資料  

P32，33）。  

平成19年  平成20年  ニコチン依存症管理料  934 3，928  1，196 5，604   
撫   

【算定状況】社会医療診療行為別調査 各年6月審査分  

平成19年  平成20年  

実施件数  算定回数  実施件数  算定回数  

ニコチン依存  

症管理料  2～4回目  

第4 論点   

検証部会調査の結果を踏まえ、ニコチン依存症管理料のあり方に   

ついてどう考えるか。（参考資料P28－33）  

⊂）  



がんに関する統計  

‡∴湘＋∴＋∴十：  

死亡数  総数33万6，4柑人（全死因に対し利用％）  
【男性20万2．743人】（全死因に対し軋2％）  
【女性 u万3．725人】（全死因に対しZ5．9％）  
う”日本人の3人に1人ががんで死亡”  

※ がんは加齢により発症リスク増  
う 粗死亡数は増加傾向（高齢化の影響）  
※ 年齢調整死亡率（75歳未満）は、平成7年以降減少傾向（平成7  
年：108、4⇒平成凹年 弧5）  
※ がんの種粗が変化している  

罷患数  朗万1，594人  
【男性37万2，374人】  

多い部位：（わ胃、②大腸、③肺、④前立腺、⑤肝臓  
【女性26万9′220人l  
多い部位：①乳房、②大腸、③胃、④子宮、⑤肺  
※ 男女とも、上位5部位のがんで、全がん患者の6割以上を占める  

生涯リス 男性二54％、女性：41％  
ク  ⇒“日本人の2人に1人ががんになる”  

患者数  継続的な医療を受けている者は152万人  
・調査日に入院中の者は14万1，400人  
・外来受診した者は∬万6′400人  

人口動態統計  
（平成19年）  

参考資料  
地域がん登録全国推計値  
（平成15年）  

がん対笛等  

国立がんセンターがん対策  
情報センターによる推計値  
（平成15年）  

患者明査  
（平成20年）  

がん患者数の年次推移  生涯リスク  
～日本人の2人に1人ががんになる～  

患者数は増加している。   

ヱ00  

150  

100  

50  

0  

簑
 
 

■
 
－
 
－
 
－
 
▲
 
 

▼
／
ヽ
 
 

．
・
＼
ノ
 
 

・
ヾ
＼
 
 

■
・
 
 

昭和54年  57年  62年  平成8年  17年  

轟推計患者数l総数） Jト推計患者数（入院）  推計患者数（外来）   

平成8年から第10【司修正国際疾病、傷普および死因統計分類（lCD－10）を適用している。  

厚生労伽省「H】7年患者調査」よリ  

平成15年   
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がんの主な部位別死亡者数の年次推移  がん対策推進基本計画の概要（平成19年6月閣議決定）  

がん診療連携拠点病院制度4二謂昆嘉壷義軍三冠年4月十日洞在  

がん対策基本法（平成19年4月施行）  
＜拠点病院の役割＞  厚生労働省  

がん対策を総合的かつ計画的に推進  国立がんセンター  ●専門的ながん医療の提供等 ノ野讐冶！讐k夏慧芸  

（手術、放射線療法及び化学療法を効果的に細み合わせ   
た美学的治療の実施や治療の初期段階からの緩和ケア   
の実施等）  

●地域のがん診療の連携協力体制の構築  
（研修や診療支援、患者の受入・紹介等）  

●がん患者に対する相談支援及び情報提供  

がん対策情報センター  
がん予防及び早期発見の推進  

○ がん予防の推進  
○ がん検診の質の向上等  厚生労働大臣  

がん対策推進基本計画茶の作成  が
ん
対
策
推
進
協
議
会
 
 

がん医療の均てん化の促進等  

○専門的な知曇敲及び技能を有する医師、その   

他の医療従事者の育成  

○ 医療機関の整備等  
○ がん患者の療養生活の賢の維持向上  

○がん医療に関する情報の収集提供体制の整   

備等  

がん対策推進基本計画  

撃′闘  閣議決定・国会報告  

地域がん診療連挑拠点病院  
□目。 －センター  

地域がん診瓜連挽拠点病院  
由ン ー・  地方公共団体  林道府れがん診療連携拠点病院  

日日 ノト J  研究の推進等  

都道府県  ○ がんに関する研究の促進  

○ 研究成果の活用  

○ 医薬品及び医療機器の早期承詑に   

資する治験の促進  

○ 臨床研究に係る環境整備  

【伽通用積がんl；■連用現l会の扮■】  

：芸宗主ぷ芸冒妄ヲ三芳宍三悪！芸豊富丁貰完成・広川  

林道府県がん対策推進  
計画   
がん医療の提供の状況等を  
踏まえ策定  

地域がん診紐迎挑拠点病院  
ロセンターー  

′慧慧1唯  地域の医療機関専（病院、診療所（例：在宅療  
養支緩診療所）、かかりつけ医など）  



放射線治療の推進  

現 状  
卜 放射線治療施設数：全国765カ所の医療機関（2007年現在）  
｝ 放射線治療を担う医師、治療計画策定や精度管理などの従事者等の配置が十分に進んでいない。  
放射線治療の認定医：615人（2009年3月現在）  
医学物理士：418名（2009年7月現在）、放射線治療品質管理士：593名（2009年7月現在）  

〉 放射線治療を受けているがん患者  
推計実患者数：21万8千人、がん患者の26．1％  

十画管理病  退院後の外来医療  
もしくは在宅医療を  
担うかかりつけ医等  ①退院後も含めた  

治療計画作成  

手術・放射線治療  
等の実施  

定期的な診察、検  
査等  

がん診療連携働点病院1こ対する支援等  

（かがん診療連携拠点病院機能強化事業、②放射線治療機器緊急整備  
（∋がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の改定（平成20年3月1日付）   

②患者紹介  
情報提供  

■l＝＝＝t■■■＝＝＝＝＝－・・・・・＝＝！・・・t■  

立がん ン ーこ、l  ・  
①放射線治療計画策定にかかる研修、②放射線治療の品質管理  拠点病院等  

＝… 

平成祁年産診療報酬改定  
①新しい放射綽治療の保険導入  
②放射線治療における充実した安全管理体制の評価等  

全ての拠点病院において放射線治療を実施  
○都道府県拠点病院等において放射線治療部門を設定  

※作成する計画には、計画管理病院と外来診療所との共同診  少なくともi削氏3月に1臥また月1回を限度として、全身状態や診療  
療計画表、患者用診療計画表及び外来診標所が計画管理病院  経過等につき、患者の経過報告書を作成し、計画管理病院に対し送  
に対して送付する経過報告書フォーマットを含む。  付。  

8  
（日本放射線腫瘍学会調べ）  

10  

共有される治療計画の例   ○放射性同位元素（RI）を用いた放射線治療  
大腸がん術後フォロ←一アップ連携チヤ・一ト（内服化学療法コ・ス・AO4－003） 【患肴掛声無名共有】  

桟  謹仇先病医院二  ・放射性ヨウ素131：甲状腺がん、甲状腺機能冗進症  

・放射性ストロンチウム89：骨転移（療病緩和）  

・放射性イットリウム90：悪性リンパ腫   など  

○甲状腺がんにおけるRI療法の役割の変遷  
放射性ヨード内用療法と遠隔転移再発率  
内羽農■なし  
轡申棚沌ルモン綱のみ  
▲甲状■川ルモン用十虻腑柑ヨードに＆軋陽■甲状■応雲  

外科的甲状腺全摘術＋RI療法の対象疾患   

これまで：肺転移や  

骨転移のある甲状腺がん  
■
＿
蕾
 
 

evidence  

Rl治療による転  

発生率の低下  ●＿〉一諺   

ニ▲ ⊥－－t【ユ －－ノ    ■  

0   5  10  1き  Iq  ～5  a8  ユら  ●℡  

卿1治細■【事〉  

現在：転移のないlow－riskの甲状腺がんまで拡大   



ぎ：   

外来化学療法の普及  
治療待機患者の増加  

外来化学療法加算届出施設数  外来化学療法加算算定回数  

i  
平成18年  平成1，年  中成20年   平成柑年  平成1，年  中庇20年  

P病院＝）■病院（皿）叶診療所【Ⅰト′診療所（Ⅱ）  →－総数－一病院一 特定機能病院  

（社会医療診療行為別卵査） 14  

日本アイソトープ協会桐ベ  12  

○ 最近承認された主な分子標的薬   

これら新しい薬剤は、従来の抗がん剤と薬理作用や副作用が異なるため、   
特に副作用の管理に注意が必要である。  

化学療法の推進  
ト：現 状  

l化学療法を専門的に担う医師  

日本臨床腫瘍学会  会員  7，574名（2009年10月9日現在）  

がん薬物療法専門医  306名（2009年4月1日現在）   

日本がん治療認定医機構 がん治療認定医  5，962名（2009年4月27日現在）  

ゝ 外来化学療法を実施している医療機関勤（注：外来化学療法加算を昇走している医療機関数）  

990医療機関（H17）→139g医療機関（H18）→1722医療機関（H19）→2045医療機関（H20）  

成分名   販売名   主な適用がん櫛   特徴的な副作用   

ペパシズマブ  アパスチン点滴脚注用  結腸・直腸癌   高血圧、血栓／塞栓症、消化管穿孔   

セツキシマフ  アービタックス注射液  緒腸・直腸癌   皮膚毒性、投与関連反応、問質性肺炎   

イマチニブ  グリペック錠   骨髄性白血病   浮腫、骨組抑制   

スニチニブ  スーチントカプセル   消化管間斑腫瘍、腎細胞癌  高血圧、骨髄抑制、甲状腺機能低下、手足症候群、心考性   

ソラフェニブ  ネクサパール錠   腎紳個偲、肝細胞癌   高血圧、手足症候群   

エル日干ニプ  タルセバ錠   非小細胞肺癌   皮腐書性、問質性肺炎   

がん診療連繍拠点病院に対する壬擢誓  
①がん診療連携加点病院機能強化事業、  
②がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の改定（平成20年8月1引寸）  

邑立がんセンターにおける研修  

平成卸年産診療報酬改雇  

病院において外来化学療法を実施  
病院において地域連携クリティカル′くスを整備  

○ レジメン数の推移   

国立がんセンターにおける登録レジメンく治療内容）の種類数は、増加している。  

2008年廣   2009年虎   

病院名  2007年度      中央病院  251  315  404  文病院  152  169  206  



薬剤師による化学療法に関する  

説明と副作用管理の例  

外来での化学療法の後、居宅で薬剤を持続注入する例  
＜外来化学療法の多様化＞  

くmFOLFOX6＋ペパシズマブ（大腸がん）＞  

靂‘「i百㌫i、首‾▼‾‾号6品肯‾■‾‾‾‾‾「汀蒜il：二二「ニ ▼‘‾“‾仙‾‾ し‥呈q虹■1‖＿即呵や‥．‥＿‥ヱ．ト聖▲ト．、 …．…＿＿‥．．  46－48hour  

レジメン説明書   
…川〃■んてq  

フ ■／l∧－1トr11．11〝ん■仇IY【・uりl－′qく ′  

（抗がん剤）（5－FUの効果増強剤）  前投薬  
（制吐剤）   

（抗がん剤）  

5－FU急速注  

400mg／m  

（抗がん剤）  

くFOLFIRl＋ペパシズマブ（大腸がん）＞  

． 「儲扁訂－1廊蒲「岬‾－血‘血脚鵬附則‾‘∵’’■’－｝‾’■仙 ・30叫∩叫－i■し．‥‥‥叫ur．．・∴・．メ．．．．   

Opこりやすいal什円仁：ついて  

エルフラット 5一戸U亡よるi川■和  

■f■▼■じ■ト▼●て｛■▲■L■■じ■「■11■    ●王㈹陣：＝ ■くの駄aて．札がんMモ瞼与し尤吐仁Il胱蓼9■、nの」 T．絞．覿〟レDつけ与れるようOg軌＜甲Ⅶり■す．  ‥、’   

46－48hour  

●帥不■ t菖L・qt  

l■▲だの大きlⅦ州J¶てT．仇かんnlての鮒中ノン与l戸こる甲／一事〉り、1袖とはく虜6がnり  

庄状と帽l■こ岩わせて．打一札旧伽M帽托せいI事■してい書一丁▼  ■納こ比＝書目一己ゃいなとのは長tして下己lし盛慣は闇書体8■て靡くの先細し■▼．    丁、  ●槻・壬■巾山 東○が疋もく血っ尺り、抽l■けたようなl暮じl＝止もことl，■り暮す． ■T｝ 11）38せ上のl■曹8■の増■甘州最小Ilもこ亡ガぁり1▼．（【銚〝吐く鵬l■、  

前投薬 （抗がん剤） （5・FUの効果1曽強剤）  （抗がん剤）  

（制吐剤）  
5・FU急速注入  

400mg／m2   

居宅における副作用管理のための患者による症状記録表  

（薬剤師が説明時に患者へ交付）  外来での化学療法の後、居宅で薬剤を持続注入した件数  

＜国立がんセンターの場合＞  治標日記の■古万   1 園昌  副作用症状が起さた時に使うあ串lこついて  

レジメン   病院名   2007年度   2008年度  2009年度（6か月）   

中央病院   1，989   2，012   1，484  
FOLFOX群  

東病院   2．308   2，266   1，248   

中央病院   513   786   514  
FOLFIRほ羊  

東病院   672   ＝2（S   417   

合計  5，482   6，190   3，663   

，Lr．吐ぎニ・ローl．げりなとの抑一日任淡〟比仁蔦Iaヒ町う椚t：：．1‖史う「寸りいnエイ＜ことガ  

心ります．1†しいl♪し1万ほJ）七山泣L締れして訂ノリ．Iサリlて少。すt†■票たして下さい－  

・3t＝謬Ll上の外相l∂に、  

Il三戸 仁＝1jえ5あ苫lクラビットビ／シ7ロヰワンL・ズークメンチンt三  

コrlltlt  l   

／1I iざ：下けもど‘∫）カロナールビ、‾たll  ）モけ席して下看い，  

・nlさ；、がするh＝こ、  

ノバ三ン17／ナウゼリンロ／ナウせリソーl昔 話／二は【  ）を・㌻目して下さい．  

・げりの111に、  

ロへミンカブヒル、Jたし1（  ）を口和して下さい．  

・その他、」   」  l√・に、L   」と岬用して下さい－  

これら¢虎こむ牌附してもl川ガ一方qしりい服ほ持1し・仁へこ欄昭下さし＼・／，＼  

！六グ1拠点tげ服㌫ 霊りI蓼IjたJ）ざ爪㌫m／†ltフ吋ヒI汀■rt■’   l  

Jり里潤憫1品ト ＝－／ーて′hTたフ川 パ、T仁一L り り】」r．・  

院外肪批ついて  兇  
ト、椚r鼻万tと臥 膏「；のタlのガガリつけ¢∫用lご口篭の漉く¢∫堪なと Tdさ甘さ〟りりLてもらっ  

たJわ仁tT【l子吉れなIll万一です．ずl万1のnγJり凋【〃′さ．y17∋tr＝モ5つ〃8をrtめて小目蝕咽です  

この日をJIざると市丸‡＝璧ロl†Fうことけできませんので・F、すれ9JりV内に打かりつけで㍍て骨り＝  

芸遷ニト∴∵：■  」「  

l ′  ち ・F  

撚 ‥J         ヽPJ1  

1牡 h√l〉止■′l′J  

外来での化学療法に続けて、居宅で薬剤を持続注入するレジメン  
の使用件数（のべ患者数）は、増加傾向にある。  ‾ 

・．．し．、一丁、∴ －・－十－－  

メモIl鋼驚のうちでE．にりつとこと、医打⊂伝えたいことなとを力l亡＜ださし＼）  

＝－いI・ニ        フ・「二トンrlけ■‾い・Ⅲしニ  

トH」1一た■．，肘∵ノ丁トナい  

．訂正ガんセンタ岬▼M㍍ 霊泉】闇  

ニ Lヰー：ミ 

㍍外四乃て  か打りつlプこ抒  
【ア立〝んヒンター▼l「抗 1即即  

※ FOLFOX：5－FU（フルオロウラシル）、レポホリナート、オキサリプラチンの併用療法（大腸がん）   

FOLFIRl：5－FU（フルオロウラシル）、レポホリナート、イリノテカンの併用療法（大腸がん）  

17  19   



がん周術期のリハビリテーション  
術前および術後早期からの介入により術後の合併症を予防し、後遺症を最小限にして、スムーズな術後の回復を図  

ることを目的に行う  

緩和ケアの推進  

巨頭   

■適応障害   
■うつ病   
■不安障害   
得せん妄・認知症  

体の痛み、治療の副作用、  
（不眠、嘔気、食欲低下、  

慢性疲労感等）  

精神的苦痛  
（不安、抑うつ、せん妄等）   

診断の遅れへの怒り  
効果のない治療への怒り   
容姿の変化、絶望感  
痛みの恐怖、死の恐怖  

社会的苦痛  
家族と家計についての悩み  
軌葉上の信望と収入の喪失  

全人的な痛み   

Total pain 
■ 周術棚（手術前後の）呼吸リハビリテーション  
・食道癌：開胸開腹手術症例では全例が対象。喋下障害に対する対応も行う。  
・肺癌、縦用度瘍：開胸手術症例では全例が対象  
・消化器系の癌（■癌、肝癌、胆汝癌、大腸癌など）：開腹手術では高リスク例が対象。  
■ 頭頚部癌の周術期リハビリテーション  
・舌癌などの口腔癌、咽頭癌：術後の喋下障害、横音陣審に対するアプローチ。  
一喉頭癌：喉預摘出術の症例に対する代用音声（電気喉頭、食道発声）訓練。  
・頚部リンパ節郭清衡施行後の症例：肩・肩甲骨の運動障害に対するリハビリ。  
■ 乳癌・婦人科癌の周術期リハビリテーション  
・乳癌：術後の肩の運動陣専の予防、腋寓リンパ節郭清術後のリンパ浮旺の予防。  
・子宮癌など婦人科癌：骨盤内リンパ節郭清儀のリンパ浮腫の予防  
■ サ・飲部贋鷹の周術期リハビリテーション  
・患肢温存術■切断術の症例：術前の杖歩行練習と術後のリハビリ。義足や義手の作成。  
・骨転移：放射線照射中の安静臥床時は廃用症候群の予防、以後は安静度に応じた対応。  
■ 脳腫ヰの周術期リハビリテーション  
・原発性・転移性脳腫瘍：手術前後の失語症や空間失認など高次脳機能障害、運動麻痺  
や失調症などの運動障害、ADLや歩行能力について対応。  

社会的地位の喪失  
疎外窓、孤独感  

スピリチュアル  
ぜ        この私に起こったのか  な  

これでも生きる意味があるのか  いったい何のためなのだ  

忘訝れば、これまでの跳が許され句′／ホ●ラ沖げノ  
（WTAIO CollaboratlngCenterforPalliattveCancRrCarc：1．伽kingfoTWardtoC8TtCCrP車  
Re】ierfoT山l．CBCOxhTd．1997、P21）  

がん患者の不安・うつ   

の有病率は4割  3％4％  

Derogatisし．R‥ et al：」仙肌249：了51．柑83  
20  

胸部食道癌の周術期リハビリテーションの流れ  緩和ケア関連施設基準比較表  

拠点病院（施設数375）※平成21年4月1巳現在緩和ケア診療加算（施設数87）  

手術決定とともに、食道外科医師からリハビリ科、麻酔科、口腔外科へ依頼  

トご   術前評価：摂食・喋下、発声、呼吸機能、呼吸／くターン、  
併存疾患の有無、リスクスコア評価など  術前呼吸リハビリ開始  ①重度の身体症状の緩和に携わる専門的な知挿及び  

技能を有する医師（原則として常勤．専従であることが  
望ましい。）   

②精神症状の雄和に携わる専門的な知は及び技能を  
有する医師（専任であることが望ましい。また、常勤で  
あることが望ましい。〉  

・専従の緩和ケアに携わる専門的な知抜及び技能を有  
する常勤の者緩師   

①繰和ケアチームに協力する薬剤師  
②緩和ケアチームに協力する医療心理に摸わる看  

・紐和ケアチームを組織上明確に位置付け  
・穏和ケアチーム並びに必要に応じて主治医及び看は  
師等が参加する症状維和に係るカンファレンスを週1国  
権虎開催  
・院内の見やすい場所に緩和ケアチームによる診察が  
受けられる旨の掲示をするなど、がん患者に対し必要  
な仲報提供  
総和ケアに闇する要舘及び相城に関する受付窓口を  

職職責真相徽  

・外央において金円的な緩和ケアを提供できる体制を整  
膿  

①基廷の、身体症状の鰻和を担当する常勤医師（悪性  
腫瘍点者又は後天性免疫不全症綾群の患者を対象と  
した症状緩和治療を主たる業棟とした3年以上の経験  
を有する者）  

②主監の、精神症状の緩和を担当する盈勤医師（3年  
以上がん専門病院又は一敗病院での精神医僚に従事  
した繚躾を有する看）  

※①又は②のうちいずれかの医師については、専任で  
あって差し支えない  

・専従の、枝和ケアの綬験を有する常勤者欄師（5年以  
上野性睦煽患者の看縫に従事した経験を有し、遮剋  
ケア病棟等における研修建7している者）  

・重盗の、揺和ケアの接戦を有する薬剤師（専任であっ  
ても差し支えない）（麻薬の投薬が行われている悪性   
膵瘍患者に対する薬学的管理及び指導などの雄和ケ  
アの経験を有する者）  

・桂和ケアチームを他線上明確に位置づけ  
・症状緩和に係るカンファレンスが週1回種皮開催され  
ており、雄和ケアチームの構成月及び必要に応じて、  
当怯患者の診療を埴う保険医、春雄師、薬剤師などが   
参加  
・院内の見やすい場所に繰和ケアチームによる診療が  
受けられる旨の掲示をするなど、患者に対して必要な  
†摘提供  
・財毘法人日本医療姐能部価慨爛儀虻昭汚医療峻能  
評価を置けていること∧  

入  院   

術前呼吸リハビリ継続  術前のフィジカルフィットネス評価  

手  術  

術後すぐに抜管  

術後1日目  立位～歩行  術後2日目  

術後21日目  退院時のフィジカルフィットネス評価  

退  院  

自宅での活動性、摂食・喋下、栄養状態などチェック、ホームプログラムの指導  
※井定施設数は平成20年7月時点保険局医療牒調べ 21  
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食道癌に対する開胸開腹術後の   

呼吸合併症発生率比較  

リンパ浮腫の発症時期と   

リンパ節郭清後の注意点の理解の状況  

対象：1994年～2∽6年までに原発性乳癌で腋窟郭清術を施行した798名の患者に対し、2∞6年 9月～2007年2月までの外来受診時にアンケート調査を実施  
結果＝202名より回答あり、平均年齢皇重畳（26～糾歳）、手術後の経過年数の中央値は皇室（1～  
13年）  

開胸開腹術総数   

平均年齢  

術後肺炎（誤瞭性肺炎含む  

）   

術後の呼吸不全  

10例（9．2）  

2例（1．8）  

38例（32．2）  

20例（16．9）  

静岡がんセンター 食道癌術死0％、在院死0．8％  出典個尾美奈子他＝乳癌患者におけるリンパ浮腫発現に関する調査一織布郡部浦楠簡行後の自瞼伽02例からの検討－・乳癌の一飯床・2Z凧469－26  
474、2007．（一部図を改変）  

リンパ浮腫指導管理の内容  

リンパ浮腫の病因と病態  

リンパ浮腫の治療方法の概要  

セルフケアの重要性と局所へのリンパ液の停滞を予防及び改善するための具体的実施  
方法  

①リンパドレナージに関すること  

②弾性着衣又は弾性包帯による圧迫に関すること  

③弾性着衣又は弾性包帯を着用した状態での運動に関すること  

金僅塵及び清潔の維持等のスキンケアに関すること  

4．生活上の具体的注意事項   

リンパ浮腫を発症又は増悪させる感染症又は肥満の予防に関すること  

5．感染症の発症等増悪時の対処方法   

感染症の発症等による増悪時における診察及び投薬の必要性に関するこ  

ニ～二∴Jずミノ依存症管茸攣料                                                  l  

※リンパ浮腫指導管理料（入院中1回）  

子宮がん、前立腺がん等で手術を行った患者に対し、手術日が含まれる月及びその  
前後の月にリンパ浮腫指導管理を行った場合に算定可能。  

27   



ニコチン依存症管理料  我が国の喫煙率の推移  

ニコチン依存症について、疾病であるとの位置付けが確立された  

ことを踏まえ、ニコチン依存症と診断された患者のうち禁煙の希望  
がある者に対する一定期間の禁煙指導について、評価を新設   

＊12週間にわたり計5回の禁煙治療を行うプログラムが対象  

＊ 対象患者・実施医療機関・評価の対象となる禁煙指導を限定して評価を   

新設し、その効果について検証を行う。  

ニコチン依存症管理料については、保険導入の効果に係る検証  

の作業を通じて、禁煙指導に国民の保険料財源を充当することに  

閲し、さらなる国民的なコンセンサスの形成に努めること。  

平成15年 16年   17年   18年   19年  20年  

2∈i  30  

喫煙率の国際比較  ニコチン依存症管理料算定保険医療機関における   

禁煙成功率の実態調査（平成19年度調査）  

指導終了9か月後の状況（井定回数別）   

0ヽ 10～  20t  30≠  噌1 501 801 フロ1 8Dl m tO肌  

■練燻継続 日l週間絨煙 白兵敗 田不明 ロー回答  

禁煙成功率  禁煙成功率に関する日英比較   

国名   追跡期間   継続禁煙串の名称  継続禁煙率   

日本   
1 6％l  治療開始から1年後 （治療終了9か月後）  9か月間継続禁煙率  ）  32．     カ   28．¢％   

イギリス   治療開始から1年後  1年間継続禁煙率  1） 17．7％l     2） 14．8％   
自                                             主申告による。2）「自主申告＋呼気一酸化炭儲標度検査」結果による。  

日本  ドイツ   イタリア  フランス  イギリス  アメリカ  

（ニューヨーク市）  

カナダ  オーストラリア  

●11  出典‥・諸外国の喫煙率：たばこアトラス第2版（2006）より引用。   
・日本の喫煙率は、平成18年国民低廉・栄養胸査より引札31   




